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要旨

NCEP/NCAR 再解析データを用いて 1979 年から 2003 年までの 25 年間に見られる月平均
帯状平均場の季節変化の変動幅を調べた. また質量流線関数の極値で定義したハドレー循環
強度の年々変動と熱帯降水活動, 亜熱帯ジェット, 擾乱の活動度それぞれの年々変動との対応
関係を調べた.

ハドレー循環強度の 25 年平均値は両半球ともに 6.0 × 1010 kg/s であった. この値はゾンデ
の観測データから見積もられたハドレー循環強度の値 (Oort and Yienger, 1996)と比べると,

北半球の年平均値は 約 0.7 倍, 南半球の年平均値は 約 0.8 倍である. また, ハドレー循環強
度の平均年変動 (25 年平均の月平均値で定義される季節変化)の範囲は北半球で 2.0 × 1010

から 16.0 × 1010 kg/s, 南半球で 4.0 × 1010 から 15.0 × 1010 kg/s である. 平均年変動の幅
も Oort and Yienger (1996) の結果に比較すると小さいものとなっていた.

月平均ハドレー循環強度を使って年々変動を調べたところ, ハドレー循環強度の平均年変動
からの偏差は− 3.2 × 1010 ∼ 3.5 × 1010 kg/s である. 偏差の絶対値が大きい時は, おおむ
ね El Niño 年と一致しており, ゾンデ観測データの見積もり (Oort and Yienger, 1996) と整
合的な結果となった. またハドレー循環強度の年々変動と熱帯降水活動の年々変動との対応
関係について調べた結果, 北 (南)半球におけるハドレー循環強度が強いときには南 (北)半球
の 5 度 - 15 度帯における降水が増加している傾向にあることが示された. 一方, ハドレー循
環強度の年々変動は亜熱帯ジェットや傾圧擾乱の活動度の年々変動とは, 時系列データを見
る限り明確な対応関係を示さない. この結果は, ENSO イベントに準拠した合成図によりEl

Niño 時にはフェレル循環強度が弱まるという Oort and Yienger(1996) の結果を支持するも
のではなかった. しかしながら, このことは相関解析を行って初めて見られる強弱の関係が
ある可能性を否定するものではない.
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1 はじめに 1

1 はじめに

対流圏熱帯における平均子午面循環 (ハドレー循環)は大気の主要な運動量および熱輸送を
担っている. ハドレー循環の強さの変動と低緯度域降水活動や傾圧擾乱の活動度との関係を
調べることは, 大気の子午面循環構造の描像を得る大きな足がかりとなる.

ハドレー循環と諸量の関係を示した論文として Oort and Yienger (1996) がある. 彼らはラ
ジオゾンデのデータを用いて 1964 年から 1989 年の 26 年間におけるハドレー循環の強さの
年々変動について時系列を示し, El Niño の時期はハドレー循環の強度が強くなることを示
した. また降水や東西風速などの量とハドレー循環の変動についての相関係数を示した. さ
らに ENSO イベントに準拠した合成図により El Niño 時にはフェレル循環強度が弱まるこ
とを示した.

しかし, 彼らの示した年々変動の時系列はハドレー循環強度のみである. その他の物理量の
変動はハドレー循環強度の変動との相関係数を用いて議論している. ハドレー循環強度の変
動に対する定量的な変動幅については触れていない. また, フェレル循環強度以外の傾圧擾
乱の活動度との関連は調べていない.

そこで本研究では NCEP/NCAR再解析データを用いて対流圏の帯状平均子午面構造の 1979

年から 2003 年の 25 年間を対象にハドレー循環の強さの変動に対する熱帯降水活動, 亜熱帯
ジェット, 傾圧擾乱の年々変動の変動幅について定量的に調べる.

本論文の構成は次のとおりである．第 2 章ではデータおよび解析に用いた物理量の定義につ
いて述べる. 第 3 章では 帯状平均子午面構造の 25 年平均値の年平均値ならびに季節平均値
を示す．第 4 章ではハドレー循環の強度の年々変動とその他の物理量の変動との関連および
変動幅について示す. 第 5 章が結論である．
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2 データと物理量の定義 2

2 データと物理量の定義

2.1 使用したデータ

本研究では米国気候診断センターの NCEP/NCAR 再解析プロジェクト
(http://www.cdc.noaa.gov/cdc/reanalysis/reanalysis.shtml)

で配布されているNCEP/NCAR Reanalysis 1 データ (以降 NRA1) を用いた.

NRA1は 1948 年 1 月 1 日 から 現在までの再解析データである. 本研究では 1978 年 12 月
1 日 から 2003 年 12 月 31 日 の期間におけるデータを用いた. 表 1に本研究で用いた物理
量とそれぞれの分解能を示す.

1978 年 12 月以降のデータを解析に用いたのは, 1979 年に第 1 回 GARP 全球実験 (FGGE)

が実施されたからである. FGGE は全球大気研究計画 (GARP)の一環として国際学術会議
連合 (ICSU)と世界気象機関 (WMO)によって行われた. その目的は全球規模の観測網を設
計するための基礎データをとることであった. この実験中に静止衛星と極軌道衛星による定
量的観測の本格的利用の開始, 気象電報に間に合わなかった情報を含めた観測データの総合
的編集, そしてその観測データを材料とした 4次元同化による格子点データ作成が実施され
た (増田, 1989). NRA1 データはこれまでに観測された様々な気象データを元に作成されて
いるが, 衛星による気象観測が本格的に行われるようになった FGGE を境にデータの質が
変化していることが考えられる. そこで本研究では均質なデータを選択するという観点から
FGGE 年以降の 25 年間のデータを用いることにした.

解析にあたりまず COARDS 規約 (Cooperative Ocean/Atmosphere Research Data Service,

1995: COARDS Conventios)に基づく netCDF データ形式として配布されている NRA1 の
データを gtool4/netCDF 規約 (Toyoda et al., 2004)に基づく netCDF データ形式に書き換
えた. gtool4/netCDF 規約は地球流体現象の研究に用いることを想定している, 可視化情報
をメタデータに含むという特徴をもっている. 再解析データを gtool4/netCDF 規約に基づ
くデータに変換することで, 可視化による解析を容易に行うことを目指した. ついで各月毎
の平均データファイルを作成し, インターネットサーバから誰でも自由にダウンロードでき
るよう整備した (DCCHART, 2003). 本研究で用いた 1979 年以降のデータに加え, 1948 年
から 1978 年までの各月平均値についても取得可能である.

また 3 次元のNRA1 データ (表 1) は地表面気圧より高い気圧面上の格子点にも値が補完さ
れており欠損値はない. しかし本研究では月平均地表面気圧よりも高い気圧面上の格子点値
は欠損値として解析を行った.
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2 データと物理量の定義 3

本研究では 1979 年 から 2003 年の期間における (表 1)物理量の月平均, 季節平均, 年平均値
を示した. 月平均値は上記データの各月の 1 日 00:00 から末日の 18:00 までの平均値とする.

各季節の平均値は 3 月, 4 月, 5 月の平均値 (MAM), 6 月, 7 月, 8 月の平均値 (JJA), 9 月, 10

月, 11 月の平均値 (SON), 1 月, 2 月, 前年の 12 月の平均値 (DJF)として定義した. 年平均
値は各年の 1 月から 12 月までの平均値とした.

表 1: 使用した物理量および分解能.

空間 3 次元 空間 2 次元
物理量 東西風速, 南北風速, 圧

力速度, 大気温度, 比湿
降水量, 地表面顕熱フ
ラックス,地表面潜熱フ
ラックス,大気上端上向
き長波フラックス,大気
上端下向き短波フラッ
クス, 大気上端上向き
短波フラックス,地表面
正味の長波フラックス,

地表面正味の短波フラ
ックス, 地表面圧力

水平分解能 144 × 73 (2.5 度 × 2.5

度): 東経 0 度～ 357.5

度,北緯 90度～南緯 90

度

192 × 94 (T62 ガウ
シアングリッド): 東経
0 度～358.125 度, 北緯
88.542度～南緯 88.542

度
鉛直分解能 (hPa) 1000, 925, 850, 700,

600, 500, 400, 300, 250,

200, 150, 100, 70, 50,

30, 20, 10

なし

時間分解能 (hours) 6.0

備考 比湿の鉛直分解能は
1000 hPaから 300 hPa

まで, 圧力速度は 100

hPa まで
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2 データと物理量の定義 4

2.2 物理量の定義

本節では平均, 積分演算とNRA1 データに含まれる物理量から作成する気象学的物理量につ
いて説明する. 以下では水平座標は緯度経度座標, 鉛直座標は圧力座標とする.

2.2.1 平均および積分演算

本節では帯状平均, 緯度平均, 鉛直積分, 経度積分について定義する.

ある物理量Aの帯状平均をAで表し,

A =
1

2π

∫ 2π

0

Adλ

と定義する. ここで λは経度である. また帯状平均からのずれをA′とすると

A′ = A− A

である.

ある物理量Aの全球平均 Ãを

Ã =
1

π

∫ π
2

−π
2

Adϕ

と定義する. ここで ϕは緯度である. 特に緯度方向の格子がガウス緯度である場合は, ガウ
ス-ルジャンドルの求積法を用いて平均を求めることができる. その場合, 緯度平均は

1

π

∫ π
2

−π
2

A dϕ = ΣAjwj,

wj =
(1− µj)

2

(JPJ−1(µj))
,

µj = sin(ϕj)

と書ける. ここで添え字 jは緯度方向の格子番号, J は緯度方向の格子数, P はルジャンドル
関数, w はガウス荷重である.

単位質量あたりのある物理量Aの等圧面 ptopから地表面気圧 (psfc)までの鉛直積分を 〈A〉と
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2 データと物理量の定義 5

表し,

〈A〉 =
1

g

∫ ptop

psfc

Adp

=

∫ z(ptop)

z(psfc)

ρAdz

と定義する. ここで gは重力加速度, z(p)は圧力 pに対応する高度, ρは密度である.

2.2.2 質量流線関数

循環場の強度の指標として帯状平均質量流線関数 Ψを用いる. 大気上端 (p = 0)において
Ψ = 0とおくと,

Ψ(ϕ, p) =
2πa cos ϕ

g

∫ p

0

v dp (2.1)

を得る. ここで aは地球半径である. 本研究で用いる南北風のデータは上端が 10 hPa 面で
あるので, p = 0において v = 0と仮定し, 0 hPa 面から 10 hPa 面までの南北風速の値を線
形補完してΨを求めた.

2.2.3 南北エネルギー輸送量

大気の各緯度円を通過する鉛直積分したエネルギー輸送量 TAを

TA =

∫ 2π

0

a cos ϕ〈vh〉 dλ (2.2)

=

∫ 2π

0

a cos ϕ〈Cpv(T − Tgl)〉+ 〈gv(z − zgl)〉 dλ (乾燥静的エネルギー輸送)

+

∫ 2π

0

a cos ϕ〈Lvq〉 dλ (潜熱輸送)

と定義する (Masuda, 1988) ここで zは高度, h は湿潤静的エネルギー, T は温度, qは比湿,

Cpは単位質量あたりの乾燥大気の定圧比熱, Lは単位質量あたりの潜熱, Tgl, zglはそれぞれ
温度, 高度の全球平均値である. 緯度円を横切る正味の質量交換がゼロ (

∫ 2π

0
a cos ϕ〈v〉 dλ =

0)と見なせるタイムスケールにおいて, (2.2)の 2 番目の等記号は成立する.
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2 データと物理量の定義 6

2.2.4 EP フラックス

帯状平均場における擾乱の活動度の指標として圧力座標系の EP フラックス F (= (Fϕ, Fp))

を導入する.

Fϕ =a cos ϕ

(
∂u

∂p

v′θ′

∂θ
∂p

− u′v′

)
(2.3a)

Fp =a cos ϕ

([
f −

∂u cos ϕ
∂ϕ

a cos ϕ

]
v′θ′

∂θ
∂p

− u′ω′

)
. (2.3b)

ここで Fϕ, Fpはそれぞれ EP フラックスのϕ成分, p成分である. uは東西風速, θは温位, f

はコリオリパラメータで

f = 2Ω sin ϕ (2.4)

と定義される. Ωは自転角速度である.

子午面における EP フラックスの発散は

∇·F =
1

a cos ϕ

∂Fϕ cos ϕ

∂ϕ
+

∂Fp

∂p
(2.5)

と定義される. 本研究では擾乱の活動度を帯状平均流に対する加速の大きさを用いて評価す
るため, EP フラックスの発散として

1

a cos ϕ
∇·F (2.6)

を用いる.

2.2.5 残差循環

残差循環の南北風, 鉛直風 v∗, w∗を

v∗ ≡ v − ∂

∂p

(
v′θ′

∂θ
∂p

)
(2.7a)

ω∗ ≡ ω +
1

a cos ϕ

∂

∂ϕ

(
cos ϕ

v′θ′

∂θ
∂p

)
(2.7b)

と定義される.
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3 気候値

本章では, 対流圏の全球エネルギー収支および帯状平均場の 1979 年から 2003 年の 25 年平
均値の特徴を述べる. 第 3.1節では年平均値, 第 3.2節では季節平均値について記述する.

3.1 年平均値

3.1.1 全球平均エネルギー収支

長時間平均した状態における全球平均の大気のエネルギー収支は

NSRtop −OLRtop − NSRsfc + NLRsfc + SHF + LHF = 0 (3.1)

と表される. ここでNSRtop, OLRtop は大気上端における正味の短波放射フラックスおよび
外向き長波放射フラックス, NSRsfc, NLRsfcは地表面における正味の短波放射フラックスお
よび長波放射フラックス, SHF, LHFは顕熱フラックスおよび潜熱フラックスである. 同様
に水収支は

LHF− PR = 0 (3.2)

と書ける. ここで PR は降水による単位気柱あたりの潜熱加熱である. 上記の関係式に基づ
き, NRA1 データのエネルギー収支および水収支を調べる.

表 2の上段に (3.1)左辺の各項の大きさとその合計値を示す. まずエネルギーバランスを確
認する. (3.1)の各項に表の値を代入すると大気は正味 15 W/m2冷却されている. (Kalnay

et al., 1996)によると 1985 年から 1991 年の期間におけるNRA1 平均値において大気は 約
16.5 W/m2 冷却されていることが知られている. 同様に水収支を見ると, 蒸発が降水を約 4.0

W/m2上回っている.

表 2の下段に Kheil and Trenberth(1997)によるエネルギーフラックスの全球平均値の気候
値的見積もりを示す. これは衛星による放射観測値と放射モデルを用いて見積もられた値で
ある. 上段の結果と比較すると, OLRtop および 降水 はほぼ一致するが, 顕熱フラックスと
NSRtop は約 10 W/m2 異なる.
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3 気候値 8

表 2: 物理量の年平均全球平均値. OLRtop は大気上端における外向き長波放射フラックス,

NLRsfc は地表面における正味の長波放射フラックス, NSRtop は大気上端における正味の短
波放射フラックス, NSRsfc は地表面における正味の短波放射フラックス, LHF は地表面潜
熱フラックス, SHF は地表面潜熱フラックス, PR は降水量. A は (3.1) の左辺の和, B は
(3.2) の左辺の和である. ただし降水は凝結時に開放する潜熱で表してある. 単位はいずれも
W/m2.

OLRtop NLRsfc NSRtop NSRsfc LHF SHF PR A B

NRA1 237.2 61.0 −225.8 −161.4 81.3 15.6 77.5 −14.9 3.8

KT1997 235.0 66.0 −235.0 −168.0 78.0 24.0 78.0 0 0

3.1.2 帯状平均場

図 1に年平均帯状平均場を示す. 各図の横軸は緯度, 縦軸は (e), (f)が W/m2, (g), (h)がW,

その他は圧力 (hPa)である. 以下では緯度 30 度を境に低緯度側と中高緯度側に分けて帯状
平均場の様子を調べる.

低緯度域の様子

図 1(a) にオイラー平均質量流線関数の年平均子午面分布を示す. ハドレー循環に対応する北
半球の質量流線関数の最大値および南半球の質量流線関数の最小値 (以降, これをハドレー
循環強度と呼ぶ)はそれぞれ 6 × 1010kg/s, −7 × 1010kg/sである. ハドレー循環の上昇域に
対応する質量流線関数の正負の境界は北緯 5 度付近に存在する.

図 1(b),(c),(d) に東西風, 温度, 比湿の年平均子午面分布を示す. 東西風は赤道域で 5 m/s 以
下の東風, 極に近づくにつれ西風が強くなり, ハドレー循環とフェレル循環の境界 (以降, 下
降域) 200 hPa 付近で最大 25 m/s に達する. 両半球の温度構造はハドレー循環の上昇域を
中心にほぼ対称的である. 南北のハドレー循環の下降域で挟まれた領域 (以降, ハドレー循環
領域)は緯度方向にほぼ等温である. 地表面付近の温度は 300 K 程度で, 上層ほど温度が低
くなり 200 hPa 付近で 220 K 程度となる. 比湿の値は, ハドレー領域の上昇域では地表面付
近で 0.02, 500 hPa 面付近において 0.012 程度である. 比湿の子午面分布は, 赤道域で最大値
を持ちそこから周囲に染み出したような分布になっている. これは赤道域における積雲対流
による上層への水蒸気輸送とハドレー循環による水平輸送の結果であると考えられる.

図 1(e), (f)にそれぞれ年平均の放射フラックス, 地表面フラックスおよび降水の緯度分布を
示す. 放射フラックスの分布に注目すると, OLRtopは緯度 20 度付近に, NLRsfcは緯度 30 度
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3 気候値 9

付近にピークが存在する. ピークの値はそれぞれ約 300, 80 W/m2である. NSRtopとNSRsfc

は緯度方向に一定の値を持つ. それぞれの値は−280, −200 W/m2である. ハドレー循環の上
昇域にあたる北緯 5 度付近ではOLRtop は周囲に比べわずかに減少している. 地表面フラッ
クスおよび降水の分布には, 潜熱フラックスは緯度 15 度, 顕熱フラックスは緯度 20 度, 降水
は緯度 5 度付近にそれぞれピークが存在する. それぞれのピークの値は 140, 20, 180 W/m2

である. 緯度 5 度付近に見られる OLRtopの減少と降水のピークは活発な対流活動に起因す
るものと考えられる. 水蒸気収支は, 赤道域で降水が蒸発を上回り, 亜熱帯域ではその逆とな
る. 亜熱帯域の蒸発と降水の差は南半球の方が北半球よりも大きい.

図 1(g), (h) に乾燥静的エネルギーおよび潜熱の南北輸送量の緯度分布を示す. 低緯度におけ
る乾燥静的エネルギー輸送量の分布には緯度 20度付近に極向き輸送のピークが存在する. 南
半球のピーク値 (−3.0 × 1015 W)の絶対値は北半球のピーク値 ( 2.0 × 1015 W)の絶対値に
比べ大きい. 低緯度域の乾燥静的エネルギー輸送の大きさはその帯状平均成分 (赤線)によっ
て説明することができる. 潜熱輸送量は緯度 15 度付近に赤道向き輸送のピークが存在する.

南半球のピーク ( 3.0 × 1015 W)は北半球のピーク ( −2.0 × 1015 W)に比べ大きい. 乾燥静
的エネルギーと異なり低緯度の潜熱輸送は赤道向きである. 低緯度域の潜熱輸送の大きさは
乾燥静的エネルギーの場合と同様に帯状平均成分によって説明することができる.

中高緯度域の様子

フェレル循環に対応する北半球の質量流線関数の最小値および南半球の質量流線関数の最大
値 (以降, これをフェレル循環強度と呼ぶ)はそれぞれ−2 × 1010, 3 × 1010kg/s である. (図
1(a)).

東西風は, 北半球に比べ南半球の下層で西風が強い (図 1(b)). 特に緯度 40 度から 60 度の領
域は 5 m/s ほど強い. また南緯 50 度, 200 hPa 付近にも西風の極大値 (30 m/s)が見える.

低緯度の温度分布は緯度方向にほぼ一様であったのに対し, 中高緯度の温度分布は等温線が
高緯度に向かって傾いた分布になる. (図 1(c)). 緯度 30 度から 60 度の等温線の傾きは, 緯
度 60 度より高緯度の等温線の傾きに比べて大きくなっている. 中高緯度の比湿は極方向に
単調に減少している (図 1(d)). 極域では非常に小さい値になっている.

中高緯度の放射フラックスの分布を見ると, NSRsfcおよび NSRtop, OLRtopは極に向かうに
つれ単調減少する (図 1(e)). NSRsfc は両半球の極において −40 W/m2, NSRtop は北半球の
極において −80 W/m2, 南半球の極において −60 W/m2である. OLRtop は北半球の極にお
いて 190 W/m2, 南半球の極において 150 W/m2である. NLRsfc は北半球では極に向かう
につれ単調減少する. 南半球では南緯 60 度より極側で値は増加し, 南極で 80 W/m2 になる.

地表面フラックスの分布を見ると, 潜熱フラックスは緯度 40 度付近で 100 W/m2, それより
高緯度の領域で減少し両極でほぼ 0 となる. 顕熱フラックスは緯度 50 度から 60 度付近で
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ゼロとなり, 極で −20 から −30 W/m2 となる. 降水分布には北緯 35 度付近に 100 W/m2,

南緯 50 度付近に 80 W/m2 の値を持つピークが存在する. これらの領域はフェレル循環領
域に存在する. 低緯度域の場合と異なり降水のピークの位置はフェレル循環の上昇域と一致
しない. これはフェレル循環が傾圧擾乱の平均的状態を示しているため, 定在的な上昇域が
存在しないことを表す. 水蒸気の収支は, 北半球では蒸発が降水を 10 から 20 W/m2程度上
回っている. 南半球の南緯 40 度以北では蒸発が降水を平均 20 W/m2程度上回り, より高緯
度の領域では降水が蒸発を平均 40 W/m2程度上回っている.

乾燥静的エネルギーの南北輸送量は北緯 40 度, 南緯 60 度付近に極向き輸送のピークが存在
する (図 1(g)). 南半球のピーク値 ( −2.0 × 1015 W)は北半球のピーク値 ( 4.0 × 1015 W)に
比べ小さい. 乾燥静的エネルギーの南北輸送量の帯状平均成分は, 北半球の中高緯度で極向き
の輸送が卓越するのに対し, 南半球では南緯 50 度付近で赤道向き輸送のピークが存在する.

その値は 1.0 × 1015 W である. 一方乾燥静的エネルギーの南北輸送量の帯状擾乱成分は, 両
半球とも緯度 50 度付近で極向きのピークを持つ. 南半球のピーク値 ( −2.0 × 1015 W)は北
半球のピーク値 ( 4.0 × 1015 W)に比べ小さい. 潜熱の南北輸送量は両半球とも緯度 40 度付
近に同程度の値 (± 2.5 × 1015 W)を持つ極向き輸送のピークが存在する. (図 1(h)). 潜熱の
南北輸送量の帯状平均成分は緯度 40 度より極側ではほぼ 0 である. 帯状擾乱成分は緯度 40

度付近に極向き輸送のピークが存在し, 中高緯度の潜熱輸送量のほとんどを担っている.

図 1(i)に EP フラックスおよびその発散の年平均値を示す. EP フラックスの絶対値は両半
球とも中緯度の低高度 (1000 ～ 500 hPa)で大きな値を持つ. これは中緯度の傾圧不安定波
に伴う擾乱によるものと考えられる. 500hPa 面より高高度の領域において EP フラックス
の大きさは南半球に比べ北半球の方が大きい. EP フラックスの方向の変化から, 地表面から
射出された擾乱が鉛直伝播した後 200 hPa 付近において弧を描き赤道域に伝播する様子が
見える. EP フラックスの発散を見ると北緯 30 度の 500 hPa から 200 hPa の領域および,

南緯 40 度から 60 度の対流圏界面付近で西風加速が存在することがわかる. 特に後者の領域
では 1 日あたり 1 m/s から 4 m/s 程度の西風加速が生じている. 赤道域における西風加速
は積雲対流に伴って中高緯度へ射出されるロスビー波によるものと考えられる.

図 1(j)に残差子午面質量流線関数の年平均値を示す. 残差循環は低緯度で上昇し高緯度で下
降する半球を覆う 1 つの循環セルを持つ流れが卓越する. ハドレー循環領域における質量流
線関数の極値は両半球とも 6× 1010 kg/s となり, オイラー平均循環の質量流線関数とほぼ一
致する. これはハドレー循環が直接循環であることを示す. 残差循環に乗った空気隗は, ハド
レー循環によって上昇し, 下降域において一旦 300 hPa 付近まで下降し, その後 500 hPa 付
近まで上昇して極域で下降する.
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図 1: 帯状平均場の気候値 (年平均). 各図とも横軸は緯度. (a)オイラー平均質量流線関数, (b)東西風, (c)温
度, (d)比湿, (e)放射収支 (黒線:大気上端正味短波フラックス, 赤線:大気上端上向き長波フラックス, 緑線:地表
面正味短波フラックス, 青線:地表面正味長波フラックス), (f)熱収支 (黒線:地表面正味潜熱フラックス, 赤線:
地表面正味顕熱フラックス, 緑線:降水), (g)南北乾燥静的エネルギー輸送量 (黒線:合計, 赤線:帯状平均成分, 緑
線:帯状擾乱成分), (h)南北潜熱輸送量 (黒線:合計, 赤線:帯状平均成分, 緑線:帯状擾乱成分), (i)EP フラックス
とその発散 (矢羽: EP フラックス, トーン:発散), (j)残差循環の質量流線関数.
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3.2 季節変化

本節では対流圏の全球エネルギー収支および帯状平均場の各季節平均値をまとめる. まず全
球エネルギー収支の季節変動を調べ, 次にハドレー循環強度の季節変動を調べる. その後ハ
ドレー循環強度の季節変動の大きい DJF と JJA に注目してその他の物理量の変動について
調べる.

3.2.1 全球平均エネルギー収支

表 3に物理量の全球平均値の季節平均値を示す. OLRtop は JJA に最大 (240.7 W/m2), DJF

に最小 (234.5 W/m2)となる. 年平均値 (237.2 W/m2)に対する変動幅は 1 % 程度である.

NLRsfc は MAM, SON に最大 (61.6 W/m2), DJF に最小 (60.2 W/m2)となる. 年平均値
(61.0 W/m2)に対する変動幅は 1 % 程度である. NSRtop の絶対値は DJF に最大 (228.8

W/m2), JJA に最小 (222.3 W/m2)となる. 年平均値 (225.8 W/m2)に対する変動幅は 1 %

程度である. NSRsfc の絶対値は DJF に最大 (163.4 W/m2), JJA に最小 (158.2 W/m2)とな
る. 年平均値 (161.4 W/m2)に対する変動幅は 1 %程度である. 地表面フラックスおよび降水
に注目すると, LHF は JJA に最大 (83.9 W/m2), SON に最小 (79.3 W/m2)となる. 年平均
値 (81.3 W/m2)に対する変動幅は 3 % 程度である. SHF は JJA に最大 (18.0 W/m2), DJF

に最小 (13.7 W/m2)となる. 年平均値 (15.6 W/m2)に対する変動幅は 20 % 程度である. PR

は JJA に最大 (81.9 W/m2), SON に最小 (75.2 W/m2)となる. 年平均値 (77.5 W/m2)に対
する変動幅は 5 % 程度である.

各季節におけるエネルギーバランスを見ると, 大気はMAM において 8.5 W/m2 冷却, JJA

において 22.9 W/m2 冷却, SON において 3.6 W/m2 冷却, DJF にいて 3.1 W/m2 加熱され
ている. また水収支を見ると, 潜熱フラックスと降水の差はMAM において 5.2 W/m2 , JJA

において 2.0 W/m2 , SON において 4.1 W/m2 , DJF にいて 4.1 W/m2 である.

表 3: 物理量の全球平均値の季節平均値. 各記号の意味および単位は表 2に同じ.

季節 OLRtop NLRsfc NSRtop NSRsfc LHF SHF PR A B

MAM 235.7 61.6 −225.0 −161.3 81.4 16.1 76.2 − 8.5 5.2

JJA 240.7 60.8 −222.3 −158.2 83.9 18.0 81.9 −22.9 2.0

SON 238.0 61.6 −227.0 −162.7 79.3 14.4 75.2 − 3.6 4.1

DJF 234.5 60.2 −228.8 −163.4 80.7 13.7 76.6 3.1 4.1
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3.2.2 ハドレー循環強度の季節変化

図 2(a),図 3(a),図 4(a),図 5(a)に質量流線関数の子午面分布の季節変化を,表 4にハドレー循
環強度の季節平均値を示す. 北半球のハドレー循環強度の絶対値はDJF に最大 (16.0 × 1010

kg/s), JJA に最小 ( 2.0 × 1010 kg/s) となる. 季節変動幅は年平均値 ( 6.0 × 1010 kg/s)の
30 % から 270 % 程度である. 南半球の循環強度の絶対値は JJA に最大 (15.0 × 1010 kg/s),

DJF に最小 ( 3.0 × 1010 kg/s) となる. 季節変動幅は年平均値 ( −6.0 × 1010 kg/s)の 70 %

から 250 % 程度である. すなわち両半球の循環はともにそれぞれの冬で最大, 夏で最小と
なる.

以降の節では, 諸量の季節変動をハドレー循環強度の季節変動との対応を見るために, DJF

と JJA を中心にまとめる. MAM, SON の様子については図示するに留める.

表 4: ハドレー循環強度の気候値的季節変化.

北半球ハドレー循環強度 (kg/s) 南半球ハドレー循環強度 (kg/s)

MAM 9.0 × 1010 − 7.0 × 1010

JJA 2.0 × 1010 − 15.0 × 1010

SON 6.0 × 1010 − 10.0 × 1010

DJF 16.0 × 1010 − 3.0 × 1010

3.2.3 DJF 平均

低緯度域の様子

図 2(b), (c), (d)に東西風, 温度, 比湿の DJF 平均値を示す. 東西風は赤道付近で 2.5 m/s 以
下の東風が卓越する. 年平均に比べて 2.5 m/s 程度東風が弱い. 北半球ではハドレー循環の
下降域 (北緯 30 度)の 200 hPa 付近で最大 (約 40 m/s) となる. 年平均 (25 m/s)と比べると
15 m/s 強い. 南半球では年平均に見られた南緯 30 度, 200 hPa 付近のジェットは存在せず,

20 m/s 程度の西風が吹いている. 温度構造は, ハドレー循環領域においては年平均同様にほ
ぼ等温である. 地表面付近で 300 K, 200 hPa 面付近で 220 K 程度である. 比湿の値は, ハド
レー領域の上昇域では地表面付近で 0.02 の値を示す. 高高度の領域にいくにしたがい減少
し, 500 hPa 付近で 0.002 となる. 比湿の子午面分布は年平均の気候値の分布が全体として
南半球にずれた分布となっている.

図 2(e), (f)に放射フラックス, 地表面フラックスおよび降水の DJF 平均値を示す. OLRtop
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は緯度 20 度付近にピークを持ち, ピークの値は 260 W/m2 である. NSRsfcおよびNSRtop

は南緯 10 度付近にピークが存在しそれぞれピークの値は −195 W/m2, −270 W/m2である.

NLRsfcは北緯 20 度, 南緯 30 度付近にピークを持ち, ピークの値は 80 W/m2 である. 地表
面フラックスについては潜熱フラックスは緯度 15 度, 顕熱フラックスは北緯 20 度, 南緯 30

度付近にピークが存在する. これらのピークの位置は年平均の気候値の場合とほぼ同じであ
る. 降水のピークの位置は年平均の気候値の場合と同様に北緯 5 度と 南緯 10 度に存在す
る. それぞれのピークの値は 175 W/m2, 180 W/m2 である. それぞれ年平均の気候値より 5

W/m2 小さく, 20 W/m2 大きい. 水蒸気収支は, 赤道域で降水が蒸発を上回り, 亜熱帯域で
はその逆となる. 亜熱帯域の蒸発と降水の差は北半球の方が南半球よりも大きい.

図 2(g), (h)に乾燥静的エネルギーおよび潜熱の南北輸送量の緯度分布を示す. 乾燥静的エネ
ルギー輸送量の低緯度の分布は年平均の気候値の場合と同様に緯度 20 度付近に極向き輸送
のピークが存在する. 南半球のピーク値は −2.0 × 1015 W で年平均のピーク値 (−3.0 × 1015

W)との差は 1.0 × 1015 W である. 北半球のピーク値は 6.0 × 1015 W で, 年平均のピーク
値 (4.0 × 1015 W) との差は 2.0 × 1015 W である. 赤道域の輸送はほぼ帯状平均成分 (赤線)

によって賄われている. 潜熱輸送量の低緯度の分布は年平均の気候値の場合と同様に緯度 15

度付近に赤道向き輸送のピークが存在する. 南半球のピーク値は −1.5 × 1015 W で年平均
のピーク値 (3.0 × 1015 W)との差は 1.5 × 1015 W である. 北半球のピーク値は −4.0 × 1015

W で, 年平均のピーク値 (−2.0 × 1015 W) との差は 2.0 × 1015 W である.

中高緯度域の様子

フェレル循環強度は北半球で−3.0 × 1010, 南半球で 3.0 × 1010kg/s 程度である. ( 図 2(a).)

年平均と比べると北半球の循環強度は 1.0× 1010kg/s大きい. 一方南半球の循環強度はあま
り変わらない.

東西風は, 南半球で南緯 30 度, 200 hPa 付近で西風のピーク (40 m/s)がある (図 2(b)). 北半
球中高緯度の等温線の傾きは年平均の気候値の場合に比べて大きい. ( 図 2(c) ) 中高緯度の
比湿は年平均の気候値に比べ北半球では減少し, 南半球で増加する. ( 図 2(d) )

中高緯度の放射分布は, NSRsfcおよび NSRtopはともに南緯 25 度付近にそれぞれピークを
持ち, それぞれの値は−220, −350 W/m2である. 地表面フラックスを見ると, 潜熱フラック
スのピークは北半球側では緯度 40 度, 南半球側では緯度 70 度付近に存在する. それぞれ
の値は 120 W/m2, 20 W/m2 となる. 顕熱フラックスは緯度 50 度から 60 度付近でゼロと
なり, 北極付近で −20 から −30 W/m2 , 南極付近でゼロとなる. 北半球側高緯度の顕熱フ
ラックスは年平均の気候値に比べて 平均 20 W/m2程度小さい. 降水は北緯 40 度付近に 100

W/m2, 南緯 50 度付近に 80 W/m2 のピークが存在する. 水蒸気の収支を見ると, 北半球で
は蒸発が降水を 10 から 20 W/m2上回っている. 南半球では南緯 40 度以北では蒸発が降水
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を 20 W/m2 上回り, より高緯度の領域では降水が蒸発を 10 から 20 W/m2上回る.

乾燥静的エネルギー輸送量の中高緯度の分布は年平均同様に緯度 50 度付近に極向き輸送の
ピークが存在する. (図 2(g)). 南半球のピークの値は −1.0 × 1015 W で年平均の気候値と比
べると絶対値は 1.0 × 1015 W 小さい. 北半球のピークの値は 5.0 × 1015 W で, 年平均の気
候値と比べると絶対値は 1.0 × 1015 W 大きい. 中高緯度域の乾燥静的エネルギー輸送の大
きさはその帯状擾乱成分 (黒線)によって説明することができる. 潜熱輸送量は両半球とも緯
度 40 度付近に極向き輸送のピークが存在し, 北半球における値は 3.0 × 1015 W で, 年平均
気候値に比べ 1.0 × 1015 W 極向きの輸送が大きい. 南半球では −2.0 × 1015 W で, 年平均
気候値とほぼ同じ値である. (図 2(h)). 中高緯度域の潜熱輸送の大きさはその帯状擾乱成分
(黒線)によって説明することができる.

EP フラックスのパターンは年平均の気候値とあまり変わらない. しかし, 北半球の EP フ
ラックスの大きさは同高度, 同緯度の南半球 EPフラックスにに比べて大きい. 北半球の EP

フラックスの発散に注目すると, 北緯 30 度, 200 hPa 付近で 1 日あたり 1 m/s から 4 m/s

程度の西風加速が生ずる. また南緯 30 度から 60 度, 300 hPa より高高度の領域で 1 日あた
り 1 m/s から 4 m/s 程度の西風加速が生ずる.

残差循環の質量流線関数は北半球で強くなり, 南半球で弱くなる. (図 2(a), (j)). それぞれの
パターンは年平均の気候値とあまり変わらない.

3.2.4 JJA 平均

低緯度域の様子

図 4(b), (c), (d)に東西風, 温度, 比湿の JJA平均値を示す. 東西風は赤道付近で 10 m/s程度
の東風が吹いている. 年平均の気候値に比べて 2.5 m/s 程度東風が強い. 北半球では年平均
に比べ西風が弱く, 西風のピークの位置は高緯度ヘずれている. 南半球の西風は南緯 30 度,

200 hPa 面において最大 ( 45 m/s )となる. ハドレー循環領域の温度分布は年平均気候値の
場合と同様に緯度方向に一様である. 地表面付近で 300 K, 200 hPa 面付近で 220 K 程度で
ある. 比湿の値は, ハドレー循環上昇域の地表面付近で 0.02, 高度とともに値は減少し, 500

hPa 付近で 0.002 となる. 比湿の子午面分布は年平均の気候値の分布が全体として北半球に
ずれた分布となっている.

図 4(e), (f)に放射フラックス, 地表面フラックスおよび降水の JJA 平均値を示す. OLRtopは
緯度 25 度付近ピークを持ち, ピークの値は 300 W/m2である. NSRsfcおよびNSRtop は北
緯 30 度付近にピークが存在しそれぞれ −210 W/m2, −330 W/m2である. NLRsfcは北緯
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30 度, 南緯 20 度にピークを持ち, ピークの値は 75 W/m2 である. 地表面フラックスについ
ては潜熱フラックスは緯度 15 度, 顕熱フラックスは北緯 30 度, 南緯 20 度付近にピークが
存在する. これらのピークの位置は年平均の気候値の場合とほぼ同じである. 降水のピーク
の位置は北緯 10 度に存在する. ピークの値は 200 W/m2 である. 年平均の気候値より 20

W/m2 大きい. 水蒸気収支は, 北半球では降水が蒸発を上回る. 南半球では南緯 5 度以南で
蒸発が降水を上回る.

図 4(g), (h)に乾燥静的エネルギーおよび潜熱の南北輸送量の緯度分布を示す. 乾燥静的エネ
ルギー輸送量の低緯度の分布は南緯 10 度付近に南向き輸送のピークが存在する. ピーク値
は −5.0 × 1015 W で年平均のピーク値 (−3.0 × 1015 W)との差は 2.0 × 1015 W である. 潜
熱輸送量の低緯度の分布は南緯 5 度付近に北向き輸送のピークが存在する. 南半球のピーク
値は 5.0 × 1015 W で年平均のピーク値 (3.0 × 1015 W)との差は 2.0 × 1015 W である.

中高緯度域の様子

フェレル循環強度は北半球で−1.0 × 1010, 南半球で 3.0 × 1010kg/s 程度である. ( 図 2(a).)

年平均と比べると北半球の循環強度は 1.0× 1010kg/s小さい. 南半球の循環強度はあまり変
わらない.

東西風は, 北緯 50 度, 200 hPa 付近で西風のピーク (20 m/s)がある ( 図 4(b). DJF と異な
り冬半球である南緯 50 度, 100 hPa 付近にも西風のピーク (35 m/s)がある ( 図 4(b)). 南半
球中高緯度の等温線の傾きは年平均の気候値の場合に比べて大きい. ( 図 4(c) ) . 中高緯度
の比湿は年平均の気候値に比べ北半球では増加し, 南半球で減少する. ( 図 4(d) )

中高緯度の放射分布は, NSRsfcおよび NSRtopはともに南緯 30 度付近にそれぞれピークを
持ち, それぞれの値は−250, −320 W/m2である. 地表面フラックスを見ると, 潜熱フラック
スのピークは北半球側では緯度 50 度, 南半球側では緯度 40 度付近に存在する. それぞれ
の値は 80 W/m2, 100 W/m2 となる. 顕熱フラックスは緯度 50 度から 60 度付近でゼロと
なり, 北極付近で −20 から −30 W/m2 , 南極付近でゼロとなる. 北半球側高緯度の顕熱フ
ラックスは年平均の気候値に比べて 平均 20 W/m2程度小さい. 降水は北緯 40 度付近に 100

W/m2, 南緯 50 度付近に 80 W/m2 のピークが存在する. 水蒸気の収支を見ると, 北半球で
は蒸発が降水を 10 から 20 W/m2上回っている. 南半球では南緯 40 度以北では蒸発が降水
を 20 W/m2 上回り, より高緯度の領域では降水が蒸発を 10 から 20 W/m2上回る.

乾燥静的エネルギー輸送量の中高緯度の分布は年平均同様に緯度 50 度付近に極向き輸送の
ピークが存在する. (図 2(g)). 南半球のピークの値は −1.0 × 1015 W で年平均の気候値と比
べると絶対値は 1.0 × 1015 W 小さい. 北半球のピークの値は 5.0 × 1015 W で, 年平均の気
候値と比べると絶対値は 1.0 × 1015 W 大きい. 中高緯度域の乾燥静的エネルギー輸送の大
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きさはその帯状擾乱成分 (黒線)によって説明することができる. 潜熱輸送量は両半球とも緯
度 40 度付近に極向き輸送のピークが存在し, 北半球における値は 3.0 × 1015 W で, 年平均
気候値に比べ 1.0 × 1015 W 極向きの輸送が大きい. 南半球では −2.0 × 1015 W で, 年平均
気候値とほぼ同じ値である. (図 2(h)). 中高緯度域の潜熱輸送の大きさはその帯状擾乱成分
(黒線)によって説明することができる.

EP フラックスのパターンは年平均の気候値とあまり変わらない. しかし, 北半球の EP フ
ラックスの大きさは同高度, 同緯度の南半球 EPフラックスにに比べて大きい. 北半球の EP

フラックスの発散に注目すると, 北緯 30 度, 200 hPa 付近で 1 日あたり 1 m/s から 4 m/s

程度の西風加速が生ずる. また南緯 30 度から 60 度, 300 hPa より高高度の領域で 1 日あた
り 1 m/s から 4 m/s 程度の西風加速が生ずる.

残差循環の質量流線関数は北半球で強くなり, 南半球で弱くなる. (図 2(a), (j)). それぞれの
パターンは年平均の気候値とあまり変わらない.

中高緯度の放射分布を見ると, NSRsfcおよび NSRtopは北緯 30 度付近にそれぞれピークを
持つ (−220, −300 W/m2). いずれの放射も年平均に比べ, そのピークの値は数W/m2程度し
か変動しておらず, 短波放射フラックスの南北分布が北半球側にずれる. 次に地表面フラッ
クスおよび降水に注目すると, 潜熱フラックスのピークは南緯 40 度付近で 120 W/m2, 北緯
50 度付近で 80 W/m2 となる. 年平均に比べて南半球は 20 W/m2 程度大きく, 北半球は 10

W/m2 程度小さい. 顕熱フラックスは緯度 50 度から 60 度付近でゼロとなり, 南極付近で
−70 から −80 W/m2 , 北極付近でゼロとなる. 年平均と比べると潜熱, 顕熱フラックスとも
に 10 W/m2 程度大きい. 降水分布を見ると北半球では 北緯 60 度付近に 60 W/m2, 南半球
では南緯 40 度付近に 100 W/m2 のピークが存在する. 水蒸気の収支からいうと北半球では
降水が蒸発を 10 から 20 W/m2程度上回っている. 南半球では南緯 40 度以北では蒸発が平
均 20 W/m2程度卓越し, より高緯度の領域では降水が平均 40W/m2程度卓越する.

乾燥静的エネルギー輸送量の中高緯度の分布は緯度 40 から 50 度付近に極向き輸送のピー
クが存在する. (図 4(g)). 南半球のピークは −3.0 × 1015 W で年平均 (−2.0 × 1015 W)との
差は 1.0 × 1015 W である. 北半球のピークは 2.0 × 1015 W で, 年平均 (4.0 × 1015 W) と
の差は 2.0 × 1015 W である. 帯状平均成分について見ると, 緯度 50 度付近における値は年
平均に比べて 0.5 × 1015 W 程度極向きの輸送が大きくなる. 帯状擾乱成分について見ると,

両半球ともピークは年平均同様に緯度 50 度付近に存在する. 北半球のピークの値は 1.5 ×
1015 W で, 年平均 (4.0 × 1015 W)に比べて 2.5 × 1015 W 程度極向きの輸送が大きい. 一方
南半球のピークの値は −3.5 × 1015 W で, 年平均 (−3.0 × 1015 W)に比べて 0.5 × 1015 W

程度極向きの輸送が大きい. 潜熱輸送量は両半球とも緯度 40 度付近に極向き輸送のピーク
が存在し, 北半球では 2.0 × 1015 W で, 年平均 (3.0 × 1015 W)に比べ 1.0 × 1015 W 程度赤
道向きの輸送が強い. 一方南半球では −2.0 × 1015 W で, 年平均とほぼ同程度である. (図
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4(h)). 帯状平均成分は緯度 40 度より極側でほぼ 0である. 帯状擾乱成分は緯度 40 度付近
に極向き輸送のピーク (2.0 × 1015 W)が存在する. 地表面付近の EP フラックスの絶対値は
南半球で最大, 北半球で最小となる (図 4(i)). 北半球の EP フラックスの発散に注目すると,

DJF平均で存在した北緯 50度以北, 高度 500 hPaから 200 hPaの収束域 ( −5 × 10−5kg/s2

～) が消え, 発散域が低緯度より張り込んできている. 一方南半球では南緯 30 度から 60 度,

300 hPa より高高度の領域で発散域 (5 × 10−5kg/s2 ～)が存在する.

残差循環の JJA 平均は, ハドレー循環領域では南半球ではオイラー平均循環とほぼ同じであ
るものの, 北半球ではほとんど見えなくなっている. (図 4(a), (j)).

3.2.5 SON, MAM 平均

図 5, 図 3 に SON 平均, MAM 平均の帯状平均を示す. いずれの量もDJF, JJA 双方へ遷移
する過渡期であるといえる. 全体的な特徴として完全に南北対象というわけではないことが
言える.
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図 2: 帯状平均場の気候値 ( DJF 平均). 図の各量, および軸は図 1 と同じ.
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図 3: 帯状平均場の気候値 ( MAM 平均). 図の各量, および軸は図 1 と同じ.
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図 4: 帯状平均場の気候値 ( JJA 平均). 図の各量, および軸は図 1 と同じ.
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図 5: 帯状平均場の気候値 ( SON 平均). 図の各量, および軸は図 1 と同じ.
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4 年々変動

本章では, 月平均のハドレー循環強度の 1979 年から 2003 年までの 25 年間における変動を
調べ, その変動幅と他の物理量との関連について記す. 4.1 節ではハドレー循環強度の変動と
El Niño との関係, 4.2 節ではハドレー循環強度の変動と低緯度の降水量との関係, 4.3 節で
はハドレー循環強度の変動と中緯度東西風速との関係 4.4 節ではハドレー循環強度の変動と
中緯度傾圧擾乱の強さとの関係について記す.

4.1 ハドレー循環強度と El Niño

図 6にハドレー循環強度と平均年変動からの偏差の時系列を示す. 北半球のハドレー循環強
度は 1.65 × 1010 kg/s から 20.9 × 1010 kg/s まで変化する. 平均年変動からの偏差は ± 3.5

× 1010 kg/s である. 循環強度は 1, 2 月にもっとも強く, その値は 16.2 × 1010 から 20.9 1010

kg/s まで変化する. 1, 2 月平均年変動からの偏差は −2.0× 1010 ∼ × 1010 kg/s である.

南半球の循環強度は −3.0× 1010 から −21.5× 1010 kg/s まで変化する. 平均年変動からの
偏差は −3.5× 1010 ∼ 2.0 × 1010 kg/s である. 循環強度は 8 月にもっとも強く, その値は
−16.0× 1010 から −21.0× 1010 kg/s まで変化する. 平均年変動からの偏差は −3.0× 1010 ∼
+2.5 × 1010 kg/s である.

Oort and Yienger (1996)は北半球のハドレー循環強度は 0.5 ×1010kg/sから 28.5 ×1010kg/s,

南半球のハドレー循環強度は −1.0× 1010kg/s から -24 ×1010kg/s まで変化することを示し
ている. 本研究で示したハドレー循環強度の変動幅は, 彼らの結果に比べ小さい.

表 5に El Niño と La Niña の発生期間を示す. 図 6 より Oort and Yienger (1996) で示され
たように El Niño 期間では両半球のハドレー循環強度は強くなる. El Niño のハドレー循環
強度の平均年変動からの偏差は, 2.0 × 1010 kg/s より大きい. 以上より, ハドレー循環強度が
ENSO の影響を強く受けていることは, ハドレー循環強度の時系列とその平均年変動からの
偏差を図示することで理解することができる.

なお La Niña 期間でも循環強度の最大値が他の年よりも大きくなる場合があることから (例
えば 1999 年の JJA から 2000年の MAM), ハドレー循環強度に影響する要因は ENSO の
他にも考えられることに注意が必要である. また 1990 年代後半以降に見られる循環強度の
ピーク値が増加傾向は温暖化によるトレンドの可能性がある.
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(a)

(b)

図 6: ハドレー循環強度とその平均年変動からの偏差の時系列. 黒線は北半球, 赤線は南半球の値. (a) ハド
レー循環強度 (b) 平均年変動からの偏差
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表 5: 1979 年以降の El niño および La Niña の発生期間. 気象庁の web サイトより転載. (http://
www.data.kishou.go.jp/climates/elnino /mikata/elnino/ table.html 参照.)

El Niño La Niña

1982 (MAM) – 1983(JJA) 1984 (SON) – 1985(JJA)

1986 (SON) – 1988(DJF) 1988 (MAM) – 1989(MAM)

1991 (MAM) – 1992(JJA)

1993 (MAM) – 1993(JJA)

1997 (MAM) – 1998(JJA) 1998 (SON) – 1999(MAM)

1999 (JJA) – 2000(MAM)

2002 (MAM) – 2003(DJF)
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4.2 ハドレー循環強度と低緯度の降水分布

図 7に月平均の帯状平均降水量の時系列および緯度-時間分布を示す. 低緯度 (30N - 30S)

の平均値は 100 W/m2 から 110 W/m2, 北半球の熱帯収束帯 (inter-tropical convergence

zone;ITCZ) にあたる N5 - N15 の平均値は 30 W/m2 から 220 W/m2, 南半球 ITCZ (S5 -

S15)の平均値は 50 W/m2 から 190 W/m2 である. 北半球 ITCZ と南半球 ITCZ における
降水の 25 年平均の差は 66.7 W/m2 である. 図 7(a) に見られるように, 低緯度域全体の平均
降水量に比べ, 南北半球 ITCZ 間の平均降水量の変動幅は 14 倍から 20 倍である. これは低
緯度領域内の降水活動は局在化しており, その変動は大きいことを示している (図 7(b)).

図 8(a), (b)に OLRtop の領域平均値の時系列および緯度-時間変動を示す. 北緯 30 度から南
緯 30 度の平均値の最小値と最大値は 255 W/m2 と 260 W/m2, 北緯 5 度から北緯 15 度の
平均値の最小値と最大値は 230 W/m2 と 290 W/m2, 南緯 5 度から南緯 15 度の平均値の最
小値と最大値は 230 W/m2 から 275 W/m2 である. 北緯 5 度から 北緯 15 度の領域平均値
と南緯 5 度から 南緯 15 度の領域平均値との平均偏差は 24 W/m2 である. 5 度から 15 度
までの領域で平均した OLR の変動幅は, 低緯度領域全体で平均した OLRtop の変動幅の 9

倍から 12 倍である. OLRtop の変動からも低緯度領域内の積雲対流活動は局在化しているこ
とが想像される (図 8(a), (b)).

図 9(a), (b)に潜熱フラックスの低緯度の時系列および緯度-時間変動を示す. 北緯 30 度から
南緯 30 度の平均値の最小値と最大値は 100 W/m2 から 120 W/m2, 北緯 5 度から北緯 15

度の平均値の最小値と最大値は 110 W/m2 から 150 W/m2, 南緯 5 度から南緯 15 度の平均
値の最小値と最大値は 110 W/m2 から 140 W/m2 である. 北緯 5 度から 北緯 15 度の領域
平均値と南緯 5 度から 南緯 15 度の領域平均値との平均偏差は 9.5 W/m2 である. 低緯度全
体での平均降水量に比べ, 緯度 5 度から 15 度の領域における変動幅は 1.5 倍から 2.0 倍で
ある. 降水や OLRtop に比べると, 低緯度領域の潜熱フラックスの分布はあまり局在化して
いないと考えられる.

ハドレー循環強度の強い時期は北緯 5 度から 北緯 15 度の平均降水量と南緯 15 度から 南
緯 15 度の平均降水量の差が平均偏差に比べ大きい. (図 6, 図 7(b)). 循環強度の強い年は少
雨領域と多雨領域が赤道を挟んで張り出していることがわかる. 大気上端外向き長波放射に
ついても降水と同様の傾向が見られる. 緯度-時間分布を見ると降水と同様に循環強度の強い
年は強い領域と弱い領域が赤道を挟んで張り出していることがわかる (図 8(d)). これは降水
による南北非一様な潜熱加熱が生じ, 結果として循環強度が強化されると考えられる. 一方
で循環強度の変動に対応する潜熱フラックスの南北緯度分布の変動は本節で示した図にはあ
まりみられない. この原因としては, 潜熱フラックスの年々変動の幅がその季節変動幅に比
べ小さいことが考えられる. よって潜熱フラックスと循環強度の変動のより詳細な解析のた
めには, 平均年変動からの偏差を見る必要がある. これは今後の課題である.
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(a)

(b)

図 7: 降水の領域平均値の時系列と緯度-時間分布. (a) 降水の領域平均値の時系列. 黒線は北緯 15 度
～ 北緯 5 度, 赤線は南緯 5 度 ～ 南緯 15 度, 緑線は北緯 30 度 ～ 南緯 30 度. (b) 緯度-時間分布.
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(a)

(b)

図 8: OLRtopの領域平均値の時系列と緯度-時間分布. (a) OLRtopの領域平均値の時系列. 黒線は北
緯 15 度 ～ 北緯 5 度, 赤線は南緯 5 度 ～ 南緯 15 度, 緑線は北緯 30 度 ～ 南緯 30 度. (b) 緯度-時
間分布.
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(a)

(b)

図 9: 潜熱フラックスの領域平均値の時系列と緯度-時間分布. (a) 潜熱フラックスの領域平均値の時
系列. 黒線は北緯 15 度 ～ 北緯 5 度, 赤線は南緯 5 度 ～ 南緯 15 度, 緑線は北緯 30 度 ～ 南緯 30
度. (b) 緯度-時間分布.
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4.3 ハドレー循環強度と中緯度東西風ジェットの強度

図 10, 図 11に 200hPa 面東西風ジェットの緯度平均値および平均年変動からの偏差の時系列
を示す. 黒線は緯度 20 度から 40 度帯における平均値, 赤線は緯度 40 度から 60 度帯におけ
る平均値である.

北半球では常に北緯 20 度から 40 度帯の風速のほうが北緯 40 度から 60 度帯の風速よりも
大きく, 変動の振幅も大きい (図 10(a), (b)). 一方南半球では時期によって南緯 40 度から 60

度帯の風速が南緯 20 度から 40 度帯の風速を上回ることがある. これは南半球において亜
熱帯ジェットと寒帯前線ジェットが共存している可能性が考えられる. 北緯 20 度から 40 度
帯の西風はは最小 16.0 m/s, 最大 52.5 m/s, 北緯 40 度から 60 度帯の西風は最小 19.0 m/s,

最大 37.0 m/sである. 南緯 20 度から 40 度帯の西風は最小 20.0 m/s, 最大 44.0 m/s, 南緯
40 度から 60 度帯の西風は最小 25.0 m/s, 最大 46.0 m/sである. 平均年変動からの偏差は北
緯 20 度から 40 度帯の変動幅は ±8.0 m/s, 北緯 40 度から 60 度帯の変動幅は −5.0 m/s ∼
+7.0 m/s である. 南緯 20 度から 40 度帯の変動幅は −5.0 m/s ∼ から +8.0 m/s , 南緯 40

度から 60 度帯の変動幅は − 10.0 m/s ∼ +10.0 m/s である. いずれも年変動幅の 0.5 倍程
度である.

図 6のハドレー循環強度の変動と 200hPa 面東西風ジェットの緯度平均値および平均年変動
からの偏差の時系列 (図 10, 図 11) あまり対応していない. 北半球では 1983 年と 1998 年の
ハドレー循環強度が強い時期に東西風ジェットも強くなっているものの, その他の年につい
てはよい対応は見られない. Wang (2002) が主張するように, ハドレー循環強度の指標とし
て帯状平均流線関数を用いた場合, 東西風ジェットの変動とハドレー循環強度の変動は対応
しないと考えられる. しかしながら, Wang (2002) に基づき局所的なハドレー循環と東西風
の強化が関連するならば, まったく関連のしない領域が存在するはずである. そのような領
域の同定, およびメカニズムの考察は一考の余地がある. また東西風ジェットの変動は擾乱
による角運動量輸送によってももたらされる. より厳密な議論をするためには波動平均流相
互作用論に基づく運動量収支解析を行わなければならない. これらについては今後の課題で
ある.
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(a)

(b)

図 10: 中緯度東西風の緯度平均値 (a) 北半球東西風ジェットの強度. 黒線は北緯 20 度 ～ 北緯 40 度
の平均値, 赤線は北緯 40 度 ～ 北緯 60 度の平均値. (b) 南半球東西風ジェットの強度. 黒線は南緯 20
度 ～ 南緯 40 度の平均値, 赤線は南緯 40 度 ～ 南緯 60 度の平均値.
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(a)

(b)

図 11: 中緯度東西風の緯度平均値の平均年変動からの偏差. (a) 北半球東西風ジェットの強度. 黒線
は北緯 20 度 ～ 北緯 40 度の緯度平均値, 赤線は北緯 40 度 ～ 北緯 60 度の緯度平均値. (b) 南半球
東西風ジェットの強度. 黒線は南緯 20 度 ～ 南緯 40 度の緯度平均値, 赤線は南緯 40 度 ～ 南緯 60
度の緯度平均値.
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4.4 ハドレー循環強度と傾圧擾乱

図 12にフェレル循環強度および平均年変動からの偏差の時系列を示す. 北半球中緯度 (N30 -

N60) の平均値は −5.8 × 1010 から −0.8 × 1010 kg/s, 平均年変動からの偏差は −2.1 × 1010

から 1.3 × 1010 kg/s である. 年々変動の幅は年変動に対して約 0.8 倍である. 南緯 30 度か
ら南緯 60 度の平均値の最小値と最大値は 2.5 × 1010 と 6.7 × 1010 kg/s, 平均年変動からの
偏差は −1.7 × 1010 から 2.9 × 1010 kg/sである. 年々変動の幅は年変動の幅と同程度である.

ハドレー循環強度の年々変動 (図 6)と比べると対応は見られない. Oort and Yienger(1996)

は El Niño 時期と La Niña 時期それぞれのコンポジット平均の偏差ををとると, ハドレー循
環強度は強くなりフェレル循環強度は弱まることを示した. しかし, 本研究で示した結果か
らはその様子は見られない.

図 13, 図 14, 図 15, 図 16 に中緯度における乾燥静的エネルギーおよび潜熱輸送量の帯状擾乱
成分のピーク値の時系列を示す. 乾燥静的エネルギー輸送量の北半球中緯度におけるピーク
値は 1.0 × 1015 から 7.0 × 1015 W, 平均年変動からの偏差は−1.0 × 1015 から 1.8 × 1015

W である. 南半球中緯度におけるピーク値は −4.5 × 1015 から −2.0 × 1015 W, 平均年変
動からの偏差は-1.0 × 1015 から 0.8 × 1015 W である. 潜熱輸送量の北半球中緯度における
ピーク値は 1.5 × 1015 から 3.0 × 1015 W, 平均年変動からの偏差は −0.25× 1015 から 0.5

× 1015 Wである. 潜熱輸送量の南半球中緯度におけるピーク値は −2.2 × 1015 から -1.8 ×
1015 W, 平均年変動からの偏差は −0.25× 1015 から 0.25 × 1015 Wである. これらの量に関
してもハドレー循環強度の年々変動 (図 6)との対応は見られない.

図 17に中緯度 500hPa 面 EP フラックス鉛直成分および平均年変動からの偏差の時系列を
示す. 北半球中緯度の平均値は 0.06 × 107 から 1.1 × 107 kg/s2, 平均年変動からの偏差は
−3.5× 106 から 3.0 × 106 kg/s2である. 南半球中緯度の平均値は 0.25 × 107 から 1.0 × 107

kg/s2, 平均年変動からの偏差は −2.0× 106 から 3.0 × 107 kg/s2である. ハドレー循環強度
の年々変動 (図 6)と EP フラックス鉛直成分との対応は見られない.

図 18に 200 hPa 面 EP フラックスの発散の時間変動を示す. 大まかな特徴として南半球で
は常に発散 (西風加速)であるのに対し, 北半球の年内変動は発散と収束 (東風加速)を交互に
繰り返す. 北半球中緯度の平均値は −2.5× 10−5 から 1.6 × 10−5 m/s2, 平均年変動からの
偏差は −1.6× 10−5 から 1.5 × 10−5 m/s2である. 南半球中緯度の平均値は 0.25 × 107 から
1.0 × 107 m/s2, 平均年変動からの偏差は-2.0 × 106 から 3.0 × 107 m/s2である. ハドレー
循環強度の年々変動 (図 6)との対応はやはり見られない.

これまで示した中緯度の傾圧擾乱に関連する諸量の年々変動は, ハドレー循環強度の年々変
動と対応しないように見える. Oort and Yienger(1996) によると, ハドレー循環強度が強ま
るとフェレル循環強度は弱くなるという. このことは相関解析を行って初めて強弱の関係が
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ある可能性を否定するものではない.
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(a)

(b)

図 12: フェレル循環強度の時系列. 黒線は北緯 30 度から北緯 60 度, 赤線は南緯 30 度から南緯 60
度の値. (a) 各月平均値 (b) 25 年平均年変動からの偏差
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(a)

(b)

図 13: 乾燥静的エネルギー輸送量の北半球中緯度におけるピークの時系列. (a) 各月平均値 (b) 25
年平均年変動からの偏差
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(a)

(b)

図 14: 乾燥静的エネルギー輸送量の南半球中緯度におけるピークの時系列. (a) 各月平均値 (b) 25
年平均年変動からの偏差
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(a)

(b)

図 15: 潜熱輸送量の北半球中緯度におけるピークの時系列. (a) 各月平均値 (b) 25 年平均年変動か
らの偏差
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(a)

(b)

図 16: 潜熱輸送量の南半球中緯度におけるピークの時系列. (a) 各月平均値 (b) 25 年平均年変動か
らの偏差
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(a)

(b)

図 17: 500 hPa 面 EP フラックス鉛直成分絶対値の時系列. 黒線は北緯 30 度から 60 度, 赤線は南
緯 30 度から 60 度における平均値. (a) EP フラックス鉛直成分絶対値. (b) 年平均変動からの偏差.
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(a)

(b)

図 18: 200 hPa 面 EP フラックスの発散の時系列. 黒線は北緯 30 度から 60 度, 赤線は南緯 30 度
から 60 度における平均値. (a) EP フラックスの発散. (b) 年平均変動からの偏差.
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5 結論

NCEP/NCAR 再解析データを用いて 1979 年から 2003 年までの 25 年間に見られる月平均
帯状平均場の季節変化の変動幅を調べた. また質量流線関数の極値で定義したハドレー循環
強度の年々変動と熱帯降水活動, 亜熱帯ジェット, 擾乱の活動度それぞれの年々変動との対応
関係を調べた.

ハドレー循環強度の 25 年平均値は両半球とも 6.0 × 1010 kg/s, であった. また, ハドレー循
環強度の平均年変動の範囲は北半球で 2.0 × 1010 から 16.0 × 1010 kg/s, 南半球で 4.0 × 1010

から 15.0 × 1010 kg/s である. この値はゾンデの観測データから見積もられたハドレー循環
強度の値 (Oort and Yienger, 1996)と比べると, 北半球の年平均値は 約 0.7 倍, 南半球の年
平均値は 約 0.8 倍である. 平均年変動の幅も Oort and Yienger (1996) の結果に比較すると
小さいものとなっていた.

月平均ハドレー循環強度を使って年々変動を調べたところ, ハドレー循環強度の平均年変動
からの偏差の値は−3.2 × 1010 ∼ 3.5 × 1010 kg/s である. 偏差の絶対値が大きい時は, おお
むね El Niño 年と一致しており, ゾンデ観測データの見積もり (Oort and Yienger, 1996) と
整合的な結果となった. またハドレー循環強度の年々変動と熱帯降水活動の年々変動との対
応関係について調べた結果, 北 (南)半球におけるハドレー循環強度が強いときには南 (北)半
球の 5 度 - 15 度帯における降水が増加している傾向にあることが示された.

一方, ハドレー循環強度の年々変動は亜熱帯ジェットや傾圧擾乱の活動度の年々変動とは, 時
系列データを見る限り明確な対応関係を示さない. この結果は, ENSO イベントに準拠した
合成図により El Niño 時にはフェレル循環強度が弱まるという Oort and Yienger(1996) の
結果を支持するものではなかった. しかしながら, このことは相関解析を行って初めて見ら
れる強弱の関係がある可能性を否定するものではない.

本研究における問題点を以下に挙げる. 第一に本研究ではハドレー循環強度の年々変動と諸
量の年々変動の関連について確認することを優先したので, 各々の物理量の変動の統計的有
意性の検定は行っていない. 例えば本研究ではハドレー循環強度と亜熱帯ジェットの変動の関
連は時系列をみるかぎりにおいては明確な関係は見出せなかった. これに関しては相関係数
を計算するなどの統計解析を用いてより定量的に検討していく必要があるだろう. 第二に本
研究では NRA1 データしか解析してしていないということが挙げられる. ERA40 や ERBE

のデータを用いて結果の妥当性について検討する必要もある. 第三に本研究では時系列デー
タを比べて変動の関係を示したが, 対応の見られた年を取り出して子午面構造を解析するな
どしていない. これらについては今後の課題としたい.
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A Ruby による EP フラックス計算モジュールの開発

ここでは本研究で用いた Ruby 用 EP フラックス計算モジュール GPhys::EP Flux について
触れる.

GPhys::EP Flux はオブジェクト指向スクリプト言語 Ruby の物理量のデータを扱うための
クラス GPhys のサブモジュールで, GPhys のメインメンテナーである京都大学生存圏研究
所の堀之内武氏と著者がメンテナンスをしている. GPhys::EP Flux は風速と温度のデータ
から簡単に EP フラックスや残差循環を計算できるメソッド群が整備されている. 詳細は下
記の url を参照されたい.

http://ruby.gfd-dennou.org/products/gphys/
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